
平成　 年　 月　 日時点

�

（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要

�単年度繰返

� 19 年度～

�開始年度不詳

�期間限定複数年度

平成 年度～ 【業務の流れ】

平成 年度まで

（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト

単位：千円

1.

2.

単位：時間

（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標

ア

イ

ア

イ

婚姻数

(旭市に提出された届出件数　　　　　　　　　　)

0

2.旅費

③ 意図（対象がどのような状態になるのか）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）

・独身者（男性は住所地を市内に限定、女性は限

定していない。）

② 延べ業務時間の内訳（24年度の実績）

目

的

後継者対策協議会会議　3時間×4人×5回+ 3時間×3人×5回=105時間

会議準備等　24時間×10回=240時間　　　　広報関係　40時間×8回＝320時間

イベント企画・準備等　48時間×14回=672時間

イベント従事　5時間×3人×14回＝210時間

6

0

延べ業務時間

人件費計  (B)

ア

女性の独身者数（20歳以上60歳未満、総数-有

配偶者数）　H22年国勢調査数値による

正規職員従事人数

手

段

① 主な活動

24年度実績（24年度に行った主な活動）

・旭市後継者対策協議会会議の開催

・パーティー等の出会いの場やセミナーの企画・開催

・会員の募集・登録

⑧ 上位成果指標名（考え方）

根拠

法令

課
4500

ｺｰﾄﾞ2

199

8

出会い・交流の場の創出

目

一般会計

（計画）

25年度

単位

組

⑦ 成果指標名（考え方）

歳入：地域振興基金繰入金1,500千円

うち一般財源

千円

千円

イベント（講演会を除く）に参加した人数

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

人

件

費

39

1,838

6,984

1,547

0.770.74

1,490

22年度

上

位

目

的

4

① 事業期間

0

出会いの場創出事業補助金

全国結婚支援セミナー(東京）

① 事業費の内訳（24年度の実績）

千円 1,500

人

時間

イ 市広報紙への募集記事掲載回数

トータルコスト(A)＋(B)

千円

⑥ 対象指標名

イ

イベントに参加して結婚に至った報告があった

数

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

23年度

・平成17年、22年国勢調査の数値を比較すると、全国的

にも旭市においても、未婚率は増加している。

・旭市が事業を開始したのをきっかけにH22年度に銚子

市、H23年度に匝瑳市、香取市が同様の事業を開始し、

近隣市が全てが事業を実施している。

① 開始したきっかけは何か？どんな経緯で始

　まったか？

・参加者からは、「市が事業をやってくれるのはありがたい」、

「市の事業なので、安心して参加できる」、「もっと多くイベント

を開催してもらいたい」、「他市と合同で開催してもらいたい」

などの意見・要望がある。

・協議会委員からは、重要な事業であるので、独身者が結婚

できるよう積極的に協力していきたいとの意見がある。

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業

　対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が

　寄せられているか？

　全国的に未婚化、晩婚化が進行し、深刻な社会

問題になっているなか、自治体主体の婚活イベン

トが全国各所で行われ始めていたため、旭市にお

いても平成19年度に旭市後継者対策協議会を設

置し、独身者に出会いの場を提供するなどの婚活

支援を開始した。

70,138人

335件

308

22年度

（決算）

単位

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠

　法令等）はどう変化しているか？開始時期

　あるいは５年前と比べてどう変わったか？

（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等

人

2

340

人口

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)

・独身者が出会いの場やセミナーなどの婚活イベ

ントに参加する。

・イベントの参加者が、参加したことにより結婚に至

る。

・独身者が結婚する。

・市の人口減少に歯止めをかけ、定住化を促進す

る。

69,223

299

69,749

321 340

218

（決算）

事業費計  （A）

会計

①委員の委嘱　②協議会への補助金交付 ③協議会会議において、婚活イベントを企画　④登録者にイベントを通知・募集、独身者

(男性は市内在住者に限定）に対し、市HPや広報紙等を活用し、イベントを周知・募集　⑤申し込みの受付・参加者決定　⑥イベント

の実施　⑦アンケートで参加者に意見を聞き、今後の企画に反映させる。　⑧補助金精算

項予算

科目

-

千円負担金補助及び交付金

旅費

1,500

10

款

02地域福祉の充実 01

費

目

内

訳

② 事業の内容　※何をどのようにする事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

5,662

1,500

0.79

1,506

1,583

0.91

１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）

平成

千円

1,500

※全体像を記述⇒

- 6

事

業

費

1,500

１．負担金及び交付金

1,539

6

●旭市後継者対策協議会が主体となり、結婚願望があるにもかかわらず異性と出会う機会が少ない独身者に対し、出会いの場を提供したり、セミナーを開催するなど婚活

を支援し、結婚してもらうことにより、市の人口減少に歯止めをかけ、定住化を促進する。＜出会いの場＞各種パーティ、料理やスポーツなどを取り入れた体験型、バスツ

アーなど＜セミナー＞意識向上のための講座・講演会、男女別の勉強会等　参加者は参加料等を支払って参加する。

●旭市後継者対策協議会＜構成員＞市議会議員、農業委員、商工会、青年会議所、JA、中央病院、社会福祉協議会、漁協、ロータリークラブ、公募４人、計１９名。無報

酬。任期２年）＜活動＞２ヶ月に１回程度、開催。結婚啓発委員会、企画実行委員会で構成。婚活希望者は出会いコンシェルジュに登録。出会いの場、セミナーには登録

者以外も参加できる（登録者優先）が、情報発信（メール、チラシ郵送）は登録者のみ。登録者が成婚に至った場合、商品券を贈呈。＜登録資格＞市内独身男性、独身女

性（市内に限らず）

千円

千円

12 14

回

単位

8,484

11

24年度

（決算）

回

平成 24 年度事後評価・決算

政策

体系

基本方針

施策の展開 4

基本事業

施策

ｺｰﾄﾞ1

3

出会いの場創出事業

主要事業

事務

事業名

健やかでやすらぎのあるまちづくり

結婚対策の推進

-

5,879

（決算）

-

354

（決算） （計画）

10 10

400

7,385

6,015

68,725

（計画）

25年度

7,554

（計画）

25年度

350

（決算）

18

24年度

（決算） （決算）

22年度

25年度

-

（決算）

24年度

（決算）

33

23年度

（決算）

23年度

-5,798

22年度

7

事務事業マネジメントシート 

26 2

1,500

市民生活課

62-5396

市民生活支援班

128内線

所属班

1,500

電話番号

7,827

-

10

7,162

25年度計画（25年度に計画している主な活動）

・平成24年度と同様

・銚子市と合同でのイベント実施

男性の独身者数（20歳以上60歳未満、総数-有

配偶者数）　H22年国勢調査数値による

24年度

単位

ウ 会員登録者数

⑤ 活動指標名

ア イベント（出会いの場、セミナー）の実施回数

人

（決算）

人

278 310

-

人

23年度

旭市後継者対策協議会設置要綱

14

25年度22年度

（決算） （計画）（決算）（決算）

24年度

1,500

39

1,500

単位

23年度

千円



２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  結びついている ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  適切である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  活動量を増やせば成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やさなくても、やり方を工夫することで成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やしたり、活動を工夫したりしても、今以上成果は向上しない ⇒【理由】

�  他に手段がある

事務事業名：（ ）

�  統廃合ができる ⇒【理由】

�  連携ができる ⇒【理由】

�  既に統廃合・連携している ⇒【理由】

�  統廃合・連携ができない ⇒【理由】

�  他に手段がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  公平・公正である ⇒【理由】

３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括

（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 �適切 �見直し余地あり

② 有効性 �適切 �見直し余地あり

③ 効率性 �適切 �見直し余地あり

④ 公平性 �適切 �見直し余地あり

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）

（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可） ※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性 （３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果

�目的再設定 �行政関与の見直し

�事業のやり方改善による成果向上 �事業統廃合・連携（関連事業： ）

�事業のやり方改善による事業費削減 �事業のやり方改善による延べ業務時間削減

�受益機会の適正化 �費用負担の適正化

�廃止・休止

（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について ※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？

（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

目的を達成するには、この事務事業の他

（民間・国県を含む）に方法があるか？

↓

他に手段がある場合

(1)具体的にはどのような事務事業か？

(2)類似事業との統廃合ができるか？類似

事業との連携を図ることにより、成果の向

上が期待できるか？

公

平

性

評

価

⑥ 類似事業との統廃合・連携の

    可能性

有

効

性

評

価 (1)

(2)

・JAちばみどり等、婚活事業を実施している外部団体との連携

・類似事業を実施している近隣市との広域連携

・外部団体や近隣市との連携範囲を更に広めて、県単位で婚活事業を行うことは可能であり、有効。

事業費を削減できないか？（経費の精査、

過剰仕様の適正化、回数削減、住民の協

力、アウトソーシングなど）

JAちばみどり等外部団体が実施している婚活事業　近隣市の類似事業

⑤ 成果の向上余地

次年度以降の成果向上が期待できるか？

事務事業を取り巻く環境変化等を考慮する

とどうか？

イベントは定員に達しないこともある。結婚の報告については、参加者に成果を報告する義務はなく、報告があった範囲でのみ把

握している。また、間接的な効果もあるが、数値で成果を表すことができず、評価は難しい。しかし、当市が事業を開始したあと、銚

子市・匝瑳市・香取市が類似事業を開始し、銚子市と香取市は当市と比べてやや高い水準にある。

④　成果の現状水準

・一部の会員に実施している案内等の郵送をメール送信に変更する。（対応できない人が多い。）

・経費の一部は参加者に負担してもらうため、経費がかからないイベントを企画する。

・過去の参加者のアンケートや意見をもとに、独身者のニーズに応じたイベントを企画し、申込者を増やす。

・イベント内容の充実を図り、カップル成立数の増加につなげる。

・男女ともにセミナー内容を充実させることにより、パーティ後に交際や結婚につなげられる会員を増やす。

あるべき水準や目標に達しているか？近

隣市や類似団体と比較してどうか？

（廃止・休止の場合は記入不要）

・委員は無報酬で、ボランティアとして協力している。事務局員に臨時職員を活用すれば人件費を削減できるが、

市長が委嘱した委員への対応や会議の開催､イベントの企画､開催､参加者のフォローなどに対応することは難しい

と考える。また､一部の会員に実施している案内等の郵送をメール送信に変更することで、業務時間は削減できる。

○

増加

①登録資格やイベントの参加資格について、年内に協議会で方針を決定する。（男女の条件の違い等）

②平成２５年４月に委員を新たに委嘱したため、イベント参加者の勧誘・サポートを強化する。

③近隣市において類似事業を実施しているため、年度内に合同でイベントを開催する。

④平成２５年度中に、一部の会員に実施している案内等の郵送をメール送信に変更する。

維持

・未婚化、晩婚化は、市全体の問題であり、受益者は市民全体となると考える。

・参加者は参加費を支払い、一定の負担をしている。

効

率

性

評

価

⑦ 事業費の削減余地

（表面トータルコストの事業費部分）

⑧ 人件費の削減余地

（表面トータルコストの人件費部分）

事業の内容が一部の受益者に偏っていて

不公平ではないか？受益者負担が公平・

公正になっているか？

⑨ 受益機会・費用負担の

　　適正化余地

やり方の工夫（業務プロセスの改善など）

や臨時職員の活用・委託により、正規職員

の延べ業務時間を削減できないか？

維持

近隣市の類似事業

　人口減少対策、定住促進対策として、行政が積極的に取り組み、独身者の出会いを支援することに

より、人口減少に歯止めをかけたい。ただし、平成１９年度の開始から５年経過しさまざまな見直しを考

える時期にきていると思われる。

（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果

コスト

削減

①男性の資格については、過去に協議会で協議し、男性に比べて女性の参加者が少なく、共に住所地を限定しないと他市住民同士が結婚し、他市に住む場合も予想されること、当初からの会員が結

婚できていないこと、市内に独身男性が多数いることなどを理由に、拡充しないと決定した経緯がある。無条件に広げるのではなく、市内在勤などの条件設定を検討する。②出会いコンシェルジュは各分

野、各年齢層の方で構成されているため、婚活していない独身者を掘り起し、イベントへの参加を働きかけてもらう。③他市とのイベントの合同開催は、初めての試みであるため、担当者間で連絡を取り

合い連携し、実施を目指す。④会員への案内方法の変更は、事前に周知をし、メールや市ホームページ上の情報を見ていただく。

低下

成果

向上

班名 市民生活支援班市民生活課課名

目

的

妥

当

性

評

価

① 政策体系との整合性

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・

拡充すべきか？

なぜこの事業を市が行わなければならない

のか？税金を投入して実施すべきか？

この事務事業の目的は市の政策体系に結

びつくか？意図することが上位目的に結び

ついているか？

市においても未婚化・晩婚化が進んでいることから、市が婚活支援を行うことで、独身者を結婚に結びつけるきっか

けづくりができる。市民にも婚活事業が浸透してきており、独身者が結婚することで、人口減少や定住化の促進に

つながる。

事務事業名 出会いの場創出事業

② 対象・意図の妥当性

③ 行政関与の妥当性

独身者を対象にしている。結婚する年齢は人それぞれであるので、年齢を設定することは難しく、年齢制限はして

いない。会員・参加者ともに、男性は居住地を市内に限定し、女性は限定していないため、男女間で平等とはいえ

ない。お婿さん募集のイベント時は、男性の居住地を限定せず広く募集し、女性は市内居住者を優先にしている。

人口減少や定住促進対策として、行政が行うことは妥当である。


